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第1章 はじめに 
 

 

1.1 計画策定の趣旨 
 

厚岸町公共下水道事業は、水産業生産の場である厚岸湾や厚岸湖の水質保全に資するととも

に、厚岸町市街地の生活環境の向上を目指して平成 3 年度に下水道法の事業認可を受けてから

順次整備してきました。 

令和 5 年度末では、予定処理区域面積 534.8ha のうち汚水 334.1ha、雨水 43.2ha の

整備を終えています。今後は人口減少の進行や厳しい財政状況の下で下水道資産を適正に維持

管理することが重要な課題です。また、厚岸町は、少子高齢化や人口減少等から汚水量が減少

し、下水道使用料の減収が見込まれるため、令和 6 年度から適用した地方公営企業法の趣旨を

踏まえ、維持管理から改築更新までを一体的に捉えた効率的な整備計画と適正な受益者負担は

もとより、将来計画の策定を含めた経営の健全化を図る必要があります。 

本計画では、下水道の課題と下水道を取り巻く状況を整理したうえで、課題を解決するため

の基本的な考え方を示しました。事業分野ごとに中期の整備目標と具体的な施策を取りまとめ、

財政評価と各施策の目標を提示することで、今後の取り組みをより実効性あるものとします。 

今後は、本計画を基に厚岸町における良好な生活環境を図るとともに、効率的かつ効果的に

事業を進めます。 
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1.2 下水道の役割 
 

下水道は、人間が生活し行動する上で基本的な都市施設であり、下水道の本来の目的は、①

公衆衛生の確保と生活環境の改善、②浸水の防除、③公共用水域の水質保全、④循環型社会・

低炭素社会への貢献です。 

しかし、近年では気候変動等の地球レベルの変化、人口減少や高齢化社会等の社会情勢の変

化が懸念される中で、持続可能な循環型社会の構築へのニーズが高まっています。 

下水道は水循環の要所に位置するほか、資源エネルギーを回収し再生・共有する資源循環と

しての役割を担うことができます。このような施設の維持・再生に取り組む必要があり、循環

型社会の構築を図る新たな下水道が求められています。 

 

 

1.3 計画期間 
 

厚岸町下水道中期ビジョンの計画期間は、令和 7 年度から令和 16 年度の 10 年間としま

す。 

 

●計画期間：  令和 7 年度（2025 年度）～令和 16 年度（2034 年度） 

 

図 1-1  上位計画策定期間 

 

  

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R25

厚岸総合計画

都市計画区域の整備、
開発および保全の方針

厚岸町都市計画マスタープラン

厚岸町下水道中期ビジョン
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1.4 策定フロー 
 

 

 

図 1-2  策定フロー 
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1.5 関連計画 
 

（ 1 ） 地域将来像 

 

厚岸町では、まちづくりの計画として最も上位に位置づけられる「総合計画」として第 6 期

厚岸町総合計画（計画期間：2020 年～2029 年）が策定されています。厚岸町総合計画で

は、「みんなの“あっけし”新時代の創造に向かって」を掲げて行動計画に基づき将来像の 

実現に向けた取り組みを行っています。 

令和 2 年には国による衛生管理型漁港施設完成に伴う「厚岸漁業協同組合地方卸売市場」の

移転、令和 3 年にはゼロカーボンシティ※1 の表明と「厚岸霧多布昆布森国定公園」※2の誕生、

北海道横断自動車道根室線※3「尾幌糸魚沢道路」※4 の本格着工、令和 5 年 9 月には天皇皇后

両陛下のご臨席を仰ぎ、第 42 回「全国豊かな海づくり大会」北海道大会が厚岸町を舞台に開

催されるなど、今後のまちづくりにとって大きな変革の時代を迎えています。 

また、第 6 期厚岸町総合計画においては、推進する施策に関連する SDGs の目標として図

のようなものがあります。これに関連して、下水道事業の基本方針は以下の 2 つを位置付けて

います。 

 厳しい財政状況の下、持続的な下水道サービスを確保するため、施設の適切な維持管理や

計画的な改築更新を行うための整備計画を再構築し、健全な経営に努めます 

 災害発生時には、町民や関係者の安全確保を最優先に、下水道機能の早期復旧に努めます 

 

図 1-3  推進する施策に関する SDGｓの目標 

------------------------------------------------------------------------------------ 

※1 ゼロカーボンシティ：2050 年までに二酸化炭素排出量実質ゼロに取り組むことを公表した地方公共団体。 

※2 厚岸霧多布昆布森国定公園：釧路町東部の太平洋沿岸部から厚岸町、別寒辺牛川河口部・厚岸湖を経て浜中

町霧多布へかけての、沿岸に沿って発達する海岸段丘や海食崖、湖沼、湿原など、変化の多い地形に恵まれた自

然公園のこと。 

※3 北海道横断自動車道根室線：黒松内町を起点として札幌市や帯広市、釧路市などを経由し、根室市へ至る延

長 538km の高規格幹線道路のこと。 

※4 尾幌糸魚沢道路：北海道横断自動車道根室線のうち、尾幌から糸魚沢までの延長 24.7km の区間のこと。 
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（ 2 ） 国の下水道政策の方向性 

 

平成 26 年度に国土交通省は、国内外の社会経済情勢の変化等を踏まえ「下水道ビジョン

2100」で掲げた「循環のみち下水道」という方向性を保ちつつ、その上で「循環のみちの『持

続』と『進化』」を二つの柱に位置付けた新下水道ビジョンを取りまとめました。 

さらに、新下水道ビジョンの実現加速のため、社会情勢等を踏まえ、選択と集中により国が

5 年程度で実施すべき 8 つの重点項目策をとりまとめた「新下水道ビジョン加速戦略（令和 4

年度改訂版）」を公表しています。（図 1-5 参照） 

「新下水道ビジョン加速戦略（令和 4 年度改訂版）」において、地方が抱える問題に急速な

人口減少および下水道担当職員の減少などが挙げられました。また、温室効果ガスの排出削減

に向けて、従来の下水処理方法のみにとらわれない革新的な技術の必要性にも言及されていま

す。このような課題に対し、官民連携や脱炭素化の推進、維持管理情報のデータベース化など

を実施すべき施策としてとりまとめられています。 

 

（ 3 ） 北海道の下水道施策の方向性 

 

下水道事業に関しては、「北海道地方下水道中期ビジョン」が平成 21 年度に策定されてお

り、「北の大地を支える持続可能な下水道」のもと、以下の目標像を設定しています。 

 安全で安心できる快適な生活環境の実現（暮らし） 

 豊かな自然環境をまもり､調和のとれた社会の実現（自然） 

 地域の産業､経済に貢献（地域活力） 

地方公共団体における具体的な作業方針は、国が示した「下水道中期ビジョン」と同様の内

容とし、各地域の実情に応じた柔軟な対応により策定することが望ましいとしています。 

 

 

図 1-4  北海道の下水道政策の方向性 
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図 1-5  国の自治体に対する下水道施策の方向性 
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第2章 地域特性の把握と課題整理 
 

 

2.1 位置および地勢 
 

厚岸町は、北海道の南東部に位置し、東部は浜中町、北部は別海町、標茶町、西部は釧路町

と接し、南は厚岸湾が深く進入し、太平洋に面しています。総面積は、739.12k ㎡で、東西

距離は 35.5ｋｍ、南北距離は 45.1km です。交通網は、東西に国道 44 号および JR 根室本

線が貫いており、釧路市から JR で約 50 分の距離にあります。 

 

 

図 2-1  厚岸町位置図 

 

厚岸町の地勢は、根釧原野の一部に位置し、丘陵地と湿原地帯が多く存在します。丘陵地帯

は、標高 156m を最高に平均約 60m の起伏より形成されています。また、厚岸湖は、周囲

28km で牡蠣礁が無数に点在しています。厚岸町の主な河川は、厚岸湖に注ぐ別寒辺牛川、ト 

キタイ川、東梅川、尾幌川などです。これら河川の流域の大半が湿原となっています。 
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2.2 気象概要 
 

厚岸町の気候は、海洋性気候に属し、年間を通じて冷涼です。春から夏にかけては、海霧の

影響を受けるため、日照時間が短く低温に見舞われることがあります。秋は移動性高気圧の影

響を受けるため降水量も少なく晴天が続きます。冬は晴れの日が多く、積雪は道内では比較的

少ないものの、厳寒期には最低気温が-10℃を下回ります。 

 

表 2-1  厚岸町気象概要（2023 年） 

 

 

※参照：気象庁釧路地方気象台太田観測所のデータ 

図 2-2  月別降水量および気温（2023 年） 

  

月合計 日最大 1時間最大 平均 最高 最低
1 17.5 7 2 -7.2 6.5 -17.5 215.1 56 55
2 28.0 12 4 -6.1 8.2 -18 172.3 55 71
3 95.0 43.5 8 1.9 15.4 -10.1 217.8 21 56
4 181.5 54.5 8.5 6.2 18 -5.2 174.0 0 0
5 48.5 14 9.5 10.2 24.4 -1.4 213.6 0 0
6 67.0 41 16.5 15.2 26.3 4.9 145.0 0 0
7 94.0 25.5 9.5 20.1 33.2 11.1 167.8 0 0
8 67.0 17 10.5 21.6 32.3 12.9 89.6 0 0
9 154.0 42 23 19.1 28.8 9.3 130.7 0 0
10 98.5 51.5 11 11.5 21.7 -0.4 190.1 0 0
11 58.5 26 6.5 6 18 -8.2 163.9 0 0
12 30.5 8.5 3 -2.9 12.1 -15 191.8 36 28
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2.3 産業特性 
 

厚岸町の産業の特性として第 1 次産業に従事する人口比率（31％）は全国平均（5％）に

比べ多い傾向にあります。特に漁業に就業される方が多く、漁業は厚岸町の基幹産業の一つに

位置づけられます（表 2-2、図 2-3 参照）。 

 

表 2-2  各産業別の従業員数 

 

 

※参照：令和 2 年国勢調査 

図 2-3  産業別従業員数割合 

  

産業 従業員数（人）
第1次産業 1,565

農業 420
林業 28
漁業 1,117

第2次産業 1,061
鉱業 20
建設業 356
製造業 685

第3次産業 2,527
電気・ガス・熱供給・水道業 19
情報通信業 6
運輸業，郵便業 190
卸売業，小売業 666
金融業，保険業 53
不動産業，物品賃貸業 20
学術研究，専門・技術サービス業 58
宿泊業，飲食サービス業 211
生活関連サービス業，娯楽業 87
教育，学習支援業 176
医療，福祉 400
複合サービス事業 144
サービス業 217
公務 280

分類不能の産業 6
合計 5,159
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2.4 人口推移 
 

厚岸町の行政人口は、住民基本台帳によると、令和 5 年度末は、8,273 人となっており、

昭和 53 年の 20,185 人をピークに減少傾向が続いています。 

国立社会保障・人口問題研究所は、今後も人口の減少傾向を想定しており、令和 12 年にお

ける人口を 7,202 人、令和 17 年における人口を 6,429 人に推定しています。 

また、将来の年齢別人口割合は、令和 2 年では年少人口（14 歳以下）10.1％、生産年齢

人口（15 歳以上～65 歳未満）54.1％、老年人口（65 歳以上）35.8％でしたが、令和 12

年では、年少人口 7.7％、生産年齢人口 52.4％、老年人口 39.8％と推計されています（表

2-3 参照）。 

したがって、今後は、総人口の減少もさることながら、老年人口の比率が増加し、全人口に

占める生産年齢人口の比率の低下が懸念されます。 

 

表 2-3  人口推移（令和 7 年以降は推計値） 

 

令和2年
(2020年)

令和7年
(2025年)

令和12年
(2030年)

令和17年
(2035年)

令和22年
(2040年)

令和27年
(2045年)

令和32年
(2050年)

行政人口（人） 8,892 8,014 7,202 6,429 5,697 5,000 4,343
0～4歳 234 193 172 156 130 105 82
5～9歳 320 216 177 158 142 118 96
10～14歳 346 310 209 172 153 137 114
15～19歳 326 276 248 166 135 121 108
20～24歳 345 274 229 201 136 109 96
25～29歳 402 369 294 245 215 142 114
30～34歳 391 394 358 287 239 207 138
35～39歳 429 363 363 328 264 219 191
40～44歳 473 410 346 346 311 250 208
45～49歳 599 469 406 341 340 305 246
50～54歳 579 592 463 400 335 334 298
55～59歳 628 550 561 441 380 319 316
60～64歳 638 583 509 520 409 353 295
65～69歳 771 580 538 471 482 379 328
70～74歳 713 708 540 503 441 452 356
75～79歳 575 626 631 484 452 398 409
80～84歳 553 460 524 530 409 386 340
85～89歳 350 383 329 381 390 304 291
90～94歳 173 188 220 194 228 237 188
95歳～ 47 70 85 105 106 125 129

総人口指数 100.0 90.1 81.0 72.3 64.1 56.2 48.8
年少人口割合(%) 10.1 9.0 7.7 7.6 7.5 7.2 6.7
生産年齢人口割合(%) 54.1 53.4 52.4 50.9 48.5 47.2 46.3
老年人口割合(%) 35.8 37.6 39.8 41.5 44.0 45.6 47.0



 11 
 

 

 

図 2-4  将来の行政人口の推移 

 

 
※参照： 国立社会保障・人口問題研究所推計値（令和 5 年 12 月公表） 

図 2-5  将来の年齢別人口の推移 
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2.5 厚岸町の財政状況 
 

国、地方ともに財政状況が厳しい状況にあり、特に中小市町村では極めて厳しい財政状況に

あります。そのため、平成 18 年 6 月に自治体財政健全化法が成立し、自治体は新たな財政比

率のもとで、健全な行政運営を行うことになりました。これは、地方公共団体の財政状況を統

一的な指標で明らかにし、財政の健全化や再生が必要な場合に迅速な対応を取れるよう、平成

21 年 4 月に全面施行されました。 

 

 

-------------------------------------------------------------------------------------- 

● 健全化判断比率 

① 実質赤字比率 ------- 一般会計を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率 

② 連結実質赤字比率 --- 全会計を対象とした実質赤字（または資金の不足額）の標準財政

規模に対する比率 

③ 実質公債費比率 ----- 一般会計等が負担する町債の元利償還金および準元利償還金の

標準財政規模に対する比率 

④ 将来負担比率 ------- 一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対

する比率 

● 資金不足比率 -------- 下水道を始めとする公営企業の資金不足を公営企業の財政規模

である料金収入の規模と比較し、経営状況の深刻度を示すもの 

①実質赤字比率

②連結実質赤字比率

③実質公債費比率

④将来負担比率

（健全）

（健全）

健全な財政 財政の悪化

早期健全化基準

（イエローカード）

財政再生基準

（レッドカード）

12.43%

16.26%

79.4%

11.0%

※参照：厚岸町 HP 掲載「健全化判断比率等について（令和 5 年度決算）」 
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第3章 厚岸町公共下水道事業の概要 
 

 

3.1 下水道事業のあゆみ 
 

厚岸町の公共下水道事業は、平成 3 年度に下水道法の事業認可を得ました。その後、平成 8

年 10 月に供用を開始し、平成 12 年より順次事業計画区域を拡張し、現在 537.8ha の区域

について事業認可を得て、誠意事業を推進しています。令和 6 年度には、第 9 次認可変更を

行い、区域を拡大しました。令和 5 年度末時点の下水道整備済み人口は 6,401 人となり、下

水道普及率は 77.4%となっています。健全な都市の発展のために、下水道整備は重要な課題

です。 

 



第３章 厚岸町公共下水道事業の概要 
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表 3-1  厚岸町公共下水道の認可変更の経緯 

 

------------------------------------------------------------------------------------ 

※ＭＩＣＳ事業：し尿や浄化槽汚泥を下水処理場で一括処理する事業。現在の名称は、下水道広

域化推進総合事業。 

 

  

平成2年度 ( H22 ) (13,500) (7,685) (595.0)
当初事業

(第1次認可)
平成3年度 ～H12 4,030 2,500 99.0 当初

区域拡大
予定処理人口の変更
計画汚水量の変更
認可年次の延伸

予定処理人口の変更
計画汚水量の変更
処理能力の変更
認可年次の延伸
区域拡大
予定処理人口の変更
計画汚水量の変更
処理能力の変更
認可年次の延伸
排水区域の変更

区域拡大
予定処理人口の変更
計画汚水量の変更
処理能力の変更
認可年次の延伸
排水区域の変更
雨水公共下水道の位置づけ
区域拡大
予定処理人口の変更
計画汚水量の変更
事業年次の延伸
処理能力の変更
区域拡大
予定処理人口の変更
計画汚水量の変更
事業年次の延伸

※(　)は全体計画値

～H28
( H31 )

5,755
(5,790)

～R11
（R11）

汚水：394.6
雨水：394.6

雨水公共：3.0
(537.8)

3,943
(3,983)

7,300
(7,400)

～H31
（H31）

汚水：381.0
雨水：384.0

雨水公共：3.0
(537.8)

3,677
(3,583)

6,550
(6,000)

～R6
（R11）

第8回変更
(第9次認可)

令和6年度

汚水：301.0
雨水：304.0

汚水：301.0
雨水：304.0

(595.0)

4,057
(5,620)

7,600
(8,700)

～H22
( H22 )

汚水：381.0
雨水：384.0

(563.0)

4,294
(4,413)

第2回変更
(第3次認可)

平成13年度 ～H17 6,800 3,740

汚水：396.8
雨水：396.8

雨水公共：3.0
(538.0)

3,743
(3,757)

MICS（当時）の位置づけ

第7回変更
(第8次認可)

令和2年度

第3回変更
(第4次認可)

平成17年度

第4回変更
(第5次認可)

第5回変更
(第6次認可)

平成25年度

平成22年度

第6回変更
(第7次認可)

平成28年度

7,700
(7,900)

～H28
( H31 )

汚水：381.0
雨水：384.0

(563.0)

4,294
(4,413)

7,700
(7,900)

雨水区域の拡大

下法事業№ 策定年度 概          要

第1回変更
(第2次認可)

平成11年度 ～H17 6,800 3,740 301

予定処理
計画

汚水量
予定処理工事完了
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3.2 下水道計画と施設の概要 
 

厚岸町公共下水道事業計画の概要は、表 3-2 に示すとおりです。汚水の事業計画区域

396.9ha に対し、令和 5 年度の汚水整備区域は 334.1ha となっており、整備率は 84.2%

です。現在、湖北地区は、港町、真栄、宮園、白浜の一部、住の江、山の手、光栄で下水道が

整備されています。また、湖南地区では、奔渡、梅香、松葉、若竹の一部、有明の一部、湾月

の一部で下水道が整備されています。 

 

表 3-2  厚岸町公共下水道事業計画の概要 

 

全体計画

事業計画

整備済区域

全体計画

事業計画

R5年度供用開始人口

R5年度水洗化人口

R5年度汚水管延長

R5年度雨水管延長

合計

計画放流水質 BOD

全体計画

事業計画

令和5年度の年間総処理水量 583,648 ㎥/年

令和5年度の年間有収処理水量 477,909 ㎥/年

令和5年度の年間総汚泥処分量 7,302 ㎥/年

終末処理場名 厚岸終末処理場

15 ㎎/L

処理能力
3,808 ㎥/日

3,808 ㎥/日

終末処理場数 1箇所

処理人口

5,790人

5,755人

6,401人

5,373人

下水道管布設延長

65㎞

6㎞

71㎞

ポンプ場数 2箇所

ポンプ場名
湖北中継ポンプ場（汚水）

湖南中継ポンプ場（汚水）

事業計画目標年次 令和11年

排除方式 分流式

計画区域

535.0ha

396.8ha

334.1ha

供用年月日 平成8年10月1日

特別会計設置年月日 平成4年4月1日

全体計画目標年 令和11年

項目

処理区名 厚岸処理区

着手年月日 平成3年9月13日
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図 3-1  厚岸町の下水道施設 
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第4章 下水道施設の課題と対策の検討 
 

 

4.1 汚水処理・汚泥処理の促進 
 

（ 1 ） 未普及対策（総合的な汚水処理の促進） 

 

【課題】 

令和 5 年度末の下水道普及率は 77.4%、水洗化率は、83.9%となっています。令和元年

度に見直しされた厚岸町公共下水道事業計画では、令和5年度末の下水道普及率は76.6%、

水洗化率は、79.0%と計画していました。計画値と実績値を比べると、普及率はほぼ計画値

どおり、水洗化率は計画値以上の増加がみられます。引き続き下水道の普及を促進し、水環

境の整備を行っていきます。 

 

【対策】 

町全体としての生活排水処理人口の普及率を向上させるために、公共下水道計画区域以外

での合併浄化槽の整備を促進していきます。門静地区は投資効率を考慮して、下水道による

集合処理から合併処理浄化槽による個別処理へ変更しました。 

令和 5 年度末の汚水処理人口普及率は 82.7％となっており、今後も汚水処理の普及に努

めてまいります。 

 

・水洗化の推進 

公共下水道整備区域は、水洗化または合併浄化槽による個別処理によって汚水処理の普

及を向上するように努めます。令和 4 年には水洗化に係る工事に対する補助金の見直し

を行いました。 

 

・浄化槽設置の推進 

浄化槽の設置を図る制度があり、水処理の促進を図ります。また、令和 5 年度から、住

宅以外の建物に合併処理浄化槽を設置する場合も補助対象となりました。 
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（ 2 ） 他事業との汚水処理の連携 

 

【課題】 

厚岸町内の汚水処理施設は、公共下水道の他に、し尿や浄化槽汚泥を処理する衛生センタ 

ーがあります。しかし、水洗化の普及によるくみ取りし尿と浄化槽汚泥の減少や、し尿の状

態の変化により衛生センターでの処理が困難になっていること、施設そのものの老朽化が問

題となっていました。 

 

【対策】 

現在、し尿と浄化槽汚泥は厚岸終末処理場において処理をしています。これにより、衛生

センターは廃止されました。共同処理が実現したのは平成 29 年度です。今後も、処理場の

維持・メンテナンスに努め、生活排水処理の効率化に貢献していきます。 

 

 

 

図 4-1  汚水処理施設の共同利用のイメージ 

 

  

汚水処理施設の共同利用
（例.公共下水道施設でし尿や浄化槽汚泥を処理）

汲取り便所・浄化槽

し尿や浄化槽汚泥

 

公共下水道事業
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（ 3 ） 下水道資源の利活用（コンポスト化の維持） 

 

【課題】 

厚岸終末処理場から発生する下水汚泥や酪農から発生する牛糞、漁業関連の廃棄物、家庭

の生ゴミを適切に処理し、環境に配慮する必要があります。 

 

【対策】 

現在、厚岸終末処理場で発生する下水汚泥は牛糞、漁業関連廃棄物、家庭の生ゴミとまと

めてコンポスト化しています。今後も、安全で良質な堆肥への再資源化を継続していきます。 

 

 
図 4-2  厚岸町における下水汚泥の処分方法 

 

  

厚岸終末処理場

下水汚泥

緑農地利用

町営牧場
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4.2 非常時への事前対策 
 

（ 1 ） 非常時対応策の策定 

 

【課題】 

厚岸町地域防災計画によって非常時（地震・津波等）に備えていましたが、下水道施設に

特化した非常時の取決めや、対応方法を計画することで、非常時（地震や津波）への対応の

効率化を図る必要があります。 

 

【対策】 

厚岸町地域防災計画に基づき、下水道施設に対する具体的な被害を想定した業務継続計画

（BCP）を策定し、必要となる情報を更新しています。これにより、大地震や津波の際にも

下水道の機能を維持し、被害の軽減に努めます。 

 

・管渠の非常時対応計画 

管渠の重要路線を選定し、点検順序や点検個所・点検方法を取り決めています。 

管渠が断水した際はポンプもしくは、バキューム車で対応し、流下能力を確保する計画を

立てています。 

 

・ポンプ場の非常時対応計画 

ポンプ場の被害によって汚水を送水できない場合の対処方法（簡易処理施設の設置や排水

方法）を事前に検討し、非常時に汚水が溢れるような衛生的被害の軽減に努めています。 

 

・処理場の非常時対応計画 

非常時に、処理場の施設が機能しない場合を想定した、汚水の簡易処理施設の検討として、

仮設沈殿池・仮設滅菌地の設置手順を検討しています。 

 

・マンホールポンプの非常時対応計画 

停電時に備え、各マンホールポンプ場が停止した際の管内貯留量や管内貯留時間、可搬式

自家発電設備の必要容量について整理しています。 

 

・厚岸町下水分野の連携の確立 

防災訓練等を通した、連絡・対応体制の確認と向上を目指しており、令和元年度から毎年、

災害時想定訓練等を行っています。また、下水道分野における各機関の連携や取決めを事

前に交わし、下水道の早期復旧が潤滑に行われるよう、以下の団体と連絡体制を確立して

います。 

 厚岸給排水設備連絡会 

 釧路厚生社・厚岸清掃社共同企業体 
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図 4-3  災害時想定訓練等の様子 
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（ 2 ） 地震対策 （処理場・ポンプ場・管渠の耐震化） 

 

【課題】 

下水道施設（処理場・ポンプ場・管渠）は現在、耐震化を進めています。耐震化されてい

ない場合は、地震時にマンホールや管の連結が保てなくなることや、処理場・ポンプ場が崩

壊する恐れがあります。 

 

【処理場・ポンプ場の対策】 

現在、処理場内の管理棟や一部施設および湖北中継ポンプ場の耐震化が済んでいます。他

の施設については順次診断を進めています。耐震性が不足する場合は、機器更新等のタイミ

ングで効率的に耐震補強を実施していきます。 

 

【管渠の対策】 

管渠については令和 6 年度末で、重要な路線の 82%が耐震化済みです。その他の管路に

ついては、計画的に診断を行い、必要に応じて耐震化を図ります。 

管路施設の耐震対策は、ストックマネジメント計画と整合を図りながら、耐震工事を実施 

します。 

 

 

 

図 4-4  管渠の耐震化のイメージ 
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（ 3 ） 津波対策（処理場・ポンプ場の耐津波化） 

 

【課題】 

厚岸町は地盤が低い土地が多く、津波被害を受けた際に、処理場・ポンプ場の 1 階に設置

されている電気設備は、冠水し修復不可となる恐れがあります。このため、非常時の下水道

機能修復が大幅に遅れる事態が想定されます。 

 

【対策】 

耐水化計画にしたがって、津波により処理場・ポンプ場が冠水した場合にも、必要な機能

を維持できるように、電気設備を高所へ移設する対策や、防水扉の設置等の対策等を検討し

ます。 

また、耐震補強工事や機器更新等と併せて対策を実施することで、対策の効率的な実行に

努めます。 

 

 

図 4-5  浸水対策のイメージ 

 

------------------------------------------------------------------------------------ 

※耐水化計画： 

 令和元年東日本台風に伴う下水道施設の被災、市民生活への多大な影響の発生を踏まえ、国の方針の下、 

津波・内水氾濫などを対象とし、被害想定や対策方針などを定めた下水道事業に関連する計画  
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（ 4 ） 浸水対策（雨水施設整備の促進） 

 

【課題】 

本町中心市街地は地盤の低い土地が多いため、過去に冠水被害が発生しています。（門静、

奔渡、港町、有明） 

 

【対策】 

主に浸水実績がある地区に対して、雨水管整備等の内水浸水対策を他の事業（河川、海岸、

道路）と連携を図りながら進めていきます。特に、港町における護岸整備事業と連携し、内

水浸水対策を効率的に進めます。また、令和 3 年度に想定しうる最大規模の降雨に対する内

水浸水想定を行ったことから、この結果を防災・減災のための情報提供や啓蒙活動に活用し

ていく予定です。 

 

図 4-6  厚岸の浸水被害状況（2015 年 9 月 19 日降雨） 

 

 
図 4-7  厚岸における自助・共助促進のための施策 

河川

土のう

防災無線 ﾘｱﾙﾀｲﾑ情報提供水害に関する広報
・水害に関する教育

止水板
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4.3 下水道施設の適正な管理と経営健全化 
 

（ 1 ） 下水道施設の計画的な維持管理 

 

【課題】 

これまでに整備した下水道施設は多岐にわたり、これらを適正に管理し維持していかなけ

ればなりません。 

 

【対策】 

計画的に点検や調査を実施し、各々の劣化状態や老朽度に応じて適切な修繕や改築を行っ

ていく必要があります。現在、処理場とポンプ場、マンホールポンプ所を対象に老朽化対策

事業を進めています。施設の重要度を考慮して更新を図るストックマネジメント計画に基づ

き、点検・調査や改築・修繕を実施することで、コスト縮減を図りながら更新を図っていき

ます。 

 

・管渠の計画的な維持管理 

管渠の劣化状態を把握するための調査を順次行っています。調査によって発見された劣化

の老朽度や重要度に応じた対策を検討し、整備します。 

 

・ポンプ場、マンホールポンプ所、処理場の計画的な維持管理 

各施設を順次調査し、劣化度や重要度に応じた対策を実施しております。引き続き、改築

更新の縮減を図りつつ、更新を実施していない施設を順次整備するよう努めます。 

 

表 4-1  厚岸町の下水道施設と経過年数 

 

 

------------------------------------------------------------------------------------ 

※下水道事業におけるストックマネジメント： 

 下水道事業の役割を踏まえ、持続可能な下水道事業の実現を目的に、明確な目標を定め、膨大な施設の状況を 

観客的に把握・評価し、長期的な施設の状態を予測しながら、下水道施設を計画的かつ効率的に管理すること。 

 

数量 稼働年からの経過年数
1箇所 28年

湖北 1箇所 25年
湖南 1箇所 28年

10箇所 25~28年
汚水 65㎞ 0~32年
雨水 7㎞ 9~32年

管渠

ポンプ場

下水処理場
下水道施設

ﾏﾝﾎｰﾙﾎﾟﾝﾌﾟ所
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図 4-8  厚岸町の下水道施設 

 

厚岸終末処理場
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図 4-9  下水道事業におけるストックマネジメントとアセットマネジメントのイメージ 
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（ 2 ） 調査結果・維持管理記録のデータベース化 

 

【課題】 

現在、管路や処理場・ポンプ場の設計情報等は紙ベースでの管理からデータベースでの管

理に移行しました。紙ベースで管理していた頃の点検情報は過去の設計情報とともに整理さ

れていなかったため、維持管理記録の十分な把握がしづらい環境となっています。また、地

震・津波等による被害にあった際は、紙ベースで保管している下水道施設情報が紛失する恐

れがあります。 

 

【対策】 

点検・調査結果や改築・修繕等の維持管理記録を含めた施設の各種情報についてデータベ

ース化を継続し、今後の計画的な管理に役立てます。また、大規模災害が発生した際は、復

旧対策を効率的に進めることができるようになり、情報のバックアップ確保にも繋がります。 

 

 

図 4-10  下水道台帳の効率化のイメージ 
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（ 3 ） 下水道使用料金の見直し 

 

【課題】 

令和 5 年度の下水道料金では、経費回収率※が 24％程度にとどまっています。下水道の維

持と整備にかかる費用を、起債に頼り過ぎてしまうと、今後の下水道に関する経営が悪化す

る恐れがあります。また、下水道事業は、その維持管理費は使用料などでまかなうべき（経

費回収率 100％）とする独立採算の原則を達成するため、更なる経営の改善が望まれます。 

 

【対策】 

実施予定の各種事業で必要となる投資額や、維持管理費を見据えたうえで、適正な下水道

使用料を検討します。また、経営の健全化に向け効率的な事業運営に努めます。 

厚岸町の下水道事業は、経営状況の透明化などを目的とし令和 6 年度より、会計方式を従

来の官庁会計方式※から、企業会計方式※へと移行しました。 

今後、経営状況がより明確化されるため、経営改善の検討に役立てることができます。 

 

 

図 4-11  維持管理費・資本費の実績と計画 

 

-------------------------------------------------------------------------------------- 

※経費回収率：汚水処理に係った金額に対して使用料でどのぐらい賄えているかを示すもの。 

経費回収率＝使用料収入÷汚水処理費×100 

※官庁会計方式：現金の移動に着目し歳入と歳出を整理する会計方式 

※企業会計方式：経営に着目し、減価償却費など現金以外も整理する会計方式 
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4.4 その他の取り組み（ソフト面の取り組み） 
 

（ 1 ） 水洗化率の向上に向けた、広報活動や助成制度の拡充 

 

【課題】 

水洗化・浄化槽の普及が遅れることによって、水環境対応した処理への対応が遅れること

が考えられます。 

 

【対策】 

水洗化・浄化槽普及の向上のためには、下水道事業の仕組み（下水道使用料や接続義務な

ど）や下水道の必要性（水質の保全効果など）を皆さまに知って頂き、下水道事業の理解を

得ることが重要です。 

 

・パンフレットや厚岸町水道広報「すいげん」、「広報あっけし」、戸別訪問等での周知等

を活用し、下水道事業の御理解を頂けるように努力いたします。 

 

 

図 4-12  厚岸町広報誌 下水道パンフレット 
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（ 2 ） 下水道担当者の育成・下水道施設に関する情報の伝達 

 

【課題】 

人口の減少や過疎化に伴う下水道担当者の減少が懸念されており、今後も下水道施設を継

続的に維持管理するために、担当者の育成を強化することが求められます。 

また、下水道施設の設置の経緯や維持管理の情報は一元化されていないため、下水道施設

に関する情報の整理や、技術継承の効率化を図る必要があります。技術に加え、事務手続き

に関しても継承を行うことで、円滑な事業運営を図ります。 

 

 

【対策】 

調査結果・維持管理情報のデータベース化に合わせて、必要となる情報を随時蓄積し、今

後も厚岸町の下水道施設を適切に維持・管理していけるよう努めます。 

 

 

 

図 4-13  下水道技術者育成・情報の伝達のイメージ図 
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（ 3 ） 脱炭素化や省エネ・創エネに向けた活動 

 

【課題】 

政府は、2050 年カーボンニュートラルの実現に向けた取り組みを進めるため、2030 年

度までを実行集中期間とする「地球温暖化対策計画」をとりまとめ、2013 年度比の温室効

果ガス削減目標を 2035 年で 60％と設定しています。 

厚岸町では、2021 年 3 月 8 日に、2050 年までの二酸化炭素排出量実質ゼロ（カーボ

ンニュートラル）を目指す地方公共団体「ゼロカーボンシティ」を表明しました。 

カーボンニュートラル実現に向け、再生可能エネルギーの導入による地球温暖化対策を推

進するため、町における再生可能エネルギーの導入目標を定めた「厚岸町再生可能エネルギ

ー導入目標計画」を策定しています。 

 海藻や植物プランクトンなど、海の生物の作用を活かした温室効果ガスの削減 

 太陽光発電とバイオガス発電とを活用した再生可能エネルギーの導入 

導入目標計画は、カーボンニュートラルを通じた地域課題解決に寄与すること、地域の魅

力をさらに向上させていくことを目標とし、策定されました。 

 

【対策】 

厚岸町の下水道事業では、設備の更新などの際により適切な機器設備を選定するなどの省

エネの取り組みを進めるとともに、太陽光発電などの創エネの取り組みについても検討して

いきます。 

図 4-14  厚岸町が目指す将来ビジョン 
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（ 4 ） 官民連携の活用 

 

【課題】 

下水道分野において、老朽化施設の増大や人口減少による使用料収入の減少、下水道職員

の不足等の課題があります。下水道事業を持続するためには、効率的な事業運営が必要とな

ります。 

 

【対策】 

このような状況への解決策として、以下が挙げられます。 

 複数年度・複数業務を一体的に発注する 

 維持管理の状況を更新計画案に反映し、より効率的な改築更新を行う 

➡管理・更新一体マネジメント方式【レベル 3.5】 

 改築更新業務を含めた一括発注によって財政負担を軽減する 

 利用料金の徴収を行う公共施設について、施設の所有権を公共主体が有したまま、

施設の運営権を民間事業者に設定する 

➡公共施設等運営事業（コンセッション方式）【レベル 4】 

 

※参照：国土交通省「下水道分野におけるウォーターPPP ガイドライン 第 1.2 版」 

図 4-15  ウォーターPPP の概要 

 

管理・更新一体マネジメント方式【レベル 3.5】と、コンセッション方式【レベル 4】の

総称をウォーターPPP といいます。 

厚岸町では、令和 9 年度にウォーターPPP の導入時期を検討する予定です。 
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第5章 年次計画および財政見直し 
 

 

5.1 年次計画の策定 
 

年次計画は、前項の具体的な施策を下表のとおり設定した。 

 

表 5-1  各施策の実施年度（予定） 

   

令和7年 令和8年 令和9年 令和10年 令和11年 令和12年 令和13年 令和14年 令和15年 令和16年
2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034

経営戦略見直し WPPP導入時期検討 全体計画変更 事業計画変更

水処理棟耐震診断 処理場耐震診断・補強設計

湖南中継ポンプ場耐震補強

管渠浸水対策

門静雨水策渠改築

設備更新

曝気槽更新 第3期ストマネ計画変更 第4期ストマネ計画変更

掻寄機更新 スカム除去装置更新

脱水ケーキホッパ更新 受変電施設設備更新 計装設備更新

自家発電装置更新

コンポストヤード更新

返流水ポンプ更新 設備更新価格調査

湖北中継ポンプ場更新

湖南中継ポンプ場発電機更新

管路改築更新

カメラ調査診断業務 湖南地区カメラ調査

非常時対策

耐震化

浸水対策

施設管理

長寿命化
処理場

長寿命化
管渠

データ
ベース

項目 内容

汚泥処理の
促進

計画見直し

汚水管渠
整備

MICS事業
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5.2 財政の見通しの検討 
 

収益的収支と資本的収支をまとめたものは、表 5-2 に示すとおりとなります。 

 

・収益的収支：下水道事業の運営で得られる収入（下水道使用料・受益者負担金）と 

その費用（維持管理費など）の収支を示す。 

・資本的収支：下水道施設（資産）を取得するための財源と費用の収支を示す。 

 

これらの収支をまとめたものが、下水道事業の単年度の収支となり、⑩の形式収支は、前年

度からの繰越金を考慮したものです。形式収支がマイナスとなる場合は、一般会計繰入金を充

てることとなります。 

 

表 5-2  収益的収支と資本的収支 

 

 

 

実績← →将来 単位：千円

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033
R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15

①収入 96,820 101,456 99,522 97,406 87,319 83,488 81,401 79,366 77,382 75,447 73,561 71,722 69,930 68,181 66,476

下水道使用料 96,702 99,315 99,519 96,906 87,111 83,488 81,401 79,366 77,382 75,447 73,561 71,722 69,930 68,181 66,476

雨水処理負担金 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

国庫補助金 116 2,139 0 497 206 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

その他 2 2 2 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

②支出 146,423 154,300 189,786 173,017 162,232 196,214 204,483 208,857 215,893 223,447 230,727 238,314 246,147 254,789 263,719

人件費 5,782 9,770 13,872 12,069 10,412 32,091 32,751 33,427 34,118 34,827 35,552 36,293 37,050 37,828 38,619

維持管理費 86,397 95,573 132,140 122,124 116,506 131,935 141,146 146,229 152,888 160,075 167,479 175,419 183,637 192,561 201,657

起債利息 54,244 48,957 43,774 38,824 35,314 32,188 30,586 29,201 28,887 28,545 27,696 26,602 25,460 24,400 23,443

その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

③繰入金除く収支＝①-② -49,603 -52,844 -90,264 -75,611 -74,913 -112,726 -123,082 -129,491 -138,511 -148,000 -157,166 -166,592 -176,217 -186,608 -197,243

④収入 125,848 207,907 240,943 294,166 306,233 349,659 309,738 364,990 335,897 266,987 207,924 220,524 220,324 220,324 220,324

起債借入金 61,400 95,900 116,800 168,300 94,000 159,600 143,000 182,200 164,400 128,000 103,800 92,400 93,200 93,200 93,200

国庫補助金 59,000 108,081 121,150 110,407 193,820 187,400 165,370 181,750 170,750 138,750 104,000 128,000 127,000 127,000 127,000

工事負担金 3,960 3,434 2,993 3,435 3,121 2,659 1,368 1,040 747 237 124 124 124 124 124

その他 1,488 492 0 12,024 15,292 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

⑤支出 410,752 500,109 819,807 686,268 499,639 595,470 549,233 563,098 527,008 456,741 395,559 408,603 406,671 400,529 393,258

建設改良費 133,025 218,124 533,225 389,214 229,758 348,971 311,371 352,971 331,971 261,971 201,971 221,694 221,408 221,408 221,408

起債償還費 277,727 281,985 286,582 297,054 269,881 246,499 237,862 210,127 195,037 194,770 193,588 186,909 185,263 179,121 171,850

その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

⑥繰入金除く収支=④-⑤ -284,904 -292,202 -578,864 -392,102 -193,406 -245,811 -239,495 -198,108 -191,111 -189,754 -187,635 -188,079 -186,347 -180,205 -172,934

⑦不足金（繰入金） 334,507 345,046 669,128 467,713 268,319 358,537 362,577 327,599 329,622 337,754 344,801 354,671 362,564 366,813 370,177

⑧収支再差引=③+⑥+⑦ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

⑨前年度からの繰越金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

⑩形式収支=⑧+⑨ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

資
本
的
収
支

項　目

収
益
的
収
支
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図 5-1  厚岸町公共下水道事業の財政シミュレーション結果 

 

 

また、下水道事業は汚水については、公営企業の観点から、独立採算性が求められています。

令和 5 年度の下水道料金では、経費回収率※が 24％程度であり、下水道使用料の見直しによ

って経費回収率の向上を目指す必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※経費回収率＝使用料収入÷汚水処理費×100 
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第6章 各施策における目標 
 

 

今後 10 年間の将来予測に基づき、令和 7 年度から令和 16 年度までの中期ビジョンの進行

管理のために目標値を定めました。今後は、目標を踏まえた上で、常に業務の見直しや改善を

進め、効率的な事業の実施に努めます。 

表 6-1 各施策における目標 

 

● 耐震診断を進め、耐震性が不足する場合は、効率的に耐震化を実施します。
● 処理場内の管理棟及び一部施設はすでに耐震化済みです。

● 津波により処理場・ポンプ場が冠水した場合にも、必要な機能を喪失しない対策を検討します。
● 耐震化に合わせて検討を進めます。
●

● 生活排水処理率を向上させるため、合併浄化槽の整備を促進します。

● 厚岸終末処理場でし尿と浄化槽汚泥の共同処理を行っています。

● 下水汚泥を家庭の生ゴミ等とまとめ、コンポスト化します。
● 良質で安全な堆肥への資源化に努めます。

● 計画的に点検・調査を実施し、効率的な修繕や改築・更新を行います。

● 大規模な災害の復旧対策や計画的な維持管理のため、施設の各種情報をデータベース化します。

● 将来必要となる費用を考慮して、適正な使用料を検討します。

● 普及率向上のため、水洗化・浄化槽の広報活動を行います。

● 下水道技術者の育成に取り組みます。
● 下水道施設情報の伝達を強化します。

下水道事業の周知

下水道施設の継続・維持

汚水処理・汚泥処理の促進

未普及対策（総合的な汚水処理の促進）

他事業との汚水処理の連携（MICS事業の推進）

下水道資源の利活用（コンポスト化の維持）

下水道施設の適正な管理と経営健全化

下水道施設の計画的な維持管理

調査結果・維持管理記録のデータベース化

その他の取り組み

下水道使用料金の見直し

施　　　策 目　　　標

非常時への事前対策

地震対策　（処理場・ポンプ場・管渠の耐震化）

浸水対策（雨水施設整備の促進）

冠水被害を防ぐため、排水施設の計画・整備を他事業（河川・海岸・道路）と連携を図りながら
進めます。

津波対策（処理場・ポンプ場の耐津波化）

目標値（アウトカム指標） 現状値（R6） 目標値（R16）
雨水整備延長 6.1㎞ 6.1㎞

目標値（アウトカム指標） 現状値（R6） 目標値（R16）
普及率 普及率　77.4% 普及率　81.2％

目標値（アウトカム指標） 現状値（R6） 目標値（R16）
MICS導入 100% 100%

目標値（アウトカム指標） 現状値（R6） 目標値（R16）
コンポスト化 100% 100%

目標値（アウトカム指標） 現状値（R6） 目標値（R16）

ストマネ計画策定施設 管渠・ポンプ場・処理場
厚岸町ストマネ計画策定済み

管渠・ポンプ場・処理場
厚岸町ストマネ計画策定済み

目標値（アウトカム指標） 現状値（R6） 目標値（R16）

データベース導入施設 管渠　100% 新設管渠については
随時データベース化を行う

目標値（アウトカム指標） 現状値（R6） 目標値（R16）
普及率　77.4%

水洗化率　83.9％
普及率　81.2％

水洗化率　87.0％

目標値（アウトカム指標） 現状値（R6） 目標値（R16）

耐震化率
重要な管渠　82%
ポンプ場　50%

処理場　0%

重要な管渠　82%
ポンプ場　100%

処理場　0%
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TEL：0153-52-3131 FAX：0153-52-4284 

E-mail：suidou@akkeshi-town.jp 
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